テーマ別分科会：第Ⅳ－④分科会

記録者名前：伊藤　昌弘

参加者人数：17日午後　54人/18日午前　35人

	プログラム
	17日(金)13：10～13：50

　問題提起　「国際連帯！　私はこう考える…」

　　　　　　　　　　　　　　　イーデス・ハンソン（ＮＰＯ法人エファジャパン理事長）

	記　　　録
	　問題提起に先立ち、エファジャパンの活動を集約したＤＶＤを放映し、活動内容と意義を説明した。国際連帯を行うときに人の立場にたって考えることが必要で、人権を守るためにも人間だけが有している「想像力」を働かすことである。

　スラム街にいる子どもは公共サービスを受けていない。教育があればスラム街から抜け出せ、生活習慣からも抜け出せるという意識の高揚から、１人の子どもに対する援助でも親や知り合いに影響を与えて良くなっていく。国際連帯活動は、文明が発展し世界中が繋がったところとなっているため、遠くにいる自分にも繋がる影響力も強くなっている。

	プログラム
	13：50～

　レポート発表Ⅰ
　　①　「熊本県芦北町の国際化・国際交流事業の取り組みについて」

　　　　　　熊本県本部／芦北町職員組合　園川　民夫

　　②　「草の根の協力隊活動から学んだこと」

　　　　　　長野県本部／飯田市職員労働組合　小林美智子

	記　　　録
	①　芦北町は、住民参加による芦北町国際交流協会を設立して国際貢献事業を行っている。貢献活動は、単に物資等の支援のみに留らず、活動を通した「ひとづくり」に貢献している。

　　小学校の児童の提案により「カンボジア学校建設募金活動」が始まった。資金は、家庭の不用品をチャリティバザーにかけた売上金や夏祭り等や町内で実施される各種イベント時に募金箱の設置、ポップコーン、かき氷等の販売、街頭募金活動や小学生が栽培する米の売上金が原資となっている。また、発足時に開催した講演会での例え話から住民全員に１人100円の寄付をお願いしたところ賛同を得て実施できた。現在まで３校の学校建設実施、毎年子どもたちを中心にスタディツアーや現地の教師を日本に招き、学校で研修を実施、戻ったときの活動に生かしてもらっている。カンボジアのフンセン首相が感謝の気持ちを表すため芦北町に表敬訪問された。

②　青年海外協力隊に、ニカラグアへ２年間、保育士として参加した。任務は、家族省が食料を提供している８ヵ所の村の給食所で母親や子ども達を対象に、衛生、栄養、遊び、発達、健康などについて指導することだった。言葉や習慣がわからない中、１人で活動を始めることになった。地域に根ざすため保育士の経験を生かして絵本の読み聞かせなど、思ったことは行動に移すことを学んだ。帰国後、保育園から観光課へ異動となり、豊かさを問い直し、農村の価値を、そこに住む人や訪問者が再確認し、経済を融合させていくエコツーリズム推進事業を担当した。おもだっては、「限界集落」となっている農村に定住してもらうアイターンを促進することである。

　　気をつけたことは、住む人が主役、住民が動くことを支援すること。地域の特徴を生かしていく。均一的な「お仕着せ」的な仕事をしないことに心がけた。ニカラグアの草の根の活動により人が変わっていくことを肌で感じていたので、事業の支援にうまく利用できた。草の根協力隊で培ったことをベースが住民を活性化させることに非常に役立っている。

	プログラム
	15：20～

　特別報告「人間の安全保障とエファジャパンの活動」
　　　　　　　　　　　　　　　大島　芳雄（ＮＰＯ法人エファジャパン事務局長）

	記　　　録
	　人間の安全保障ということが開発のところで言われ始めている。簡単にいうと「人間の生にとってかけがえのない中枢部分を守り、すべての人の自由と可能性を実現すること」である。この安全保障には、４つの要素がある。

①　「個々の人間の生活」に、しっかり重点をおくこと

②　人間が、より安全に暮らせるようにするうえで、「社会および社会的取り決めのはたす役割」を重視すること

③　全般的な自由の拡大よりも、人間の生活が「不利益をこうむるリスク」に焦点を絞ること

④　「より基本的な」人権を強調し、「不利益」に特に関心を向けること

　以上のことが、カンボジア、ベトナム、ラオス等の支援活動を通じてエファジャパンの活動に生かされている。

	プログラム
	15：45～

　レポート発表Ⅱ
　　①　「ラオス・サワンナケート県立図書館　新たな移動図書館に向けて」

　　　　　　愛知県本部／アジア子どもの家プロジェクト

　　②　「国際貢献活動長期休暇制度の制定と青年海外協力隊の経験について」

　　　　　　京都府本部／自治労京都市職員労働組合　馬場　武志

	記　　　録
	①　94年から開始した自治労本部の「アジア子どもの家」の活動を継承する形で実施している。ラオス語の本が少ないため、日本の絵本の日本語のうえに、ラオス語に翻訳したシールを貼り付けて現地の子どもたちに提供している。首都から離れた地域に図書館を設置したところ、図書館を利用できない地域からも教育を受けさせたい現地の意識の高揚から移動図書館をカンパにより提供した。

②　青年協力隊に参加するため試験に応募して合格したが、京都市には現職派遣の参加制度がなかったため、京都市を退職して参加するしかなかった。現職派遣制度の導入の署名活動や市議会に対する陳情活動を通じて参加制度が導入され、派遣制度によりグアテマラに協力隊員として参加できた。

　　現地では、衛生状態を確保するための消毒活動や手を洗う習慣などの改善活動に従事した。現地での経験を生かして行政に貢献していきたい。

	プログラム
	18日(土) 9 ：00～12：00

　パネルディスカッション　「自治体を平和の砦にするために」

　　コーディネーター：今川　正美

　　パネリスト：田巻　一彦（ＮＰＯ法人ピースデポ副代表）

　　　　　　　　　　　坪井　主税（札幌学院大学教授）

　　　　　　　　　　　斎藤　博行（小樽市議会議員）
「レポート発表」

　　　　「反核平和の火リレーの取り組み」

　　　　　　北海道本部／青年部

	記　　　録
	坪井　主税（札幌学院大学教授）

　平和学とは、非暴力的な方法で平和を守ることである。今回のように北朝鮮のミサイルが到来したときにパトリオットで打ち落とすなどの対応はなく、ジレンマとベストな対応がなく結論が出ないでいる。スコットランドは、イギリス政府から年間４兆円の補助金を受けて運営している自治政府である。スコットランドは、人口も少なく潜水艦を隠しやすいところから原子力潜水艦の基地が米英安全保障条約により設置されている。各艦に核弾頭が装てんされたミサイルを搭載した潜水艦が４隻ある。07年５月に「核兵器のないスコットランド」を掲げるスコットランド国民党が第１党となった。

　防衛は、国の専管事項である。スコットランドは、イギリスからの独立に対する住

	
	民投票を実施して、その結果をイギリス政府に突きつける。経済より平和を守ることを専攻して潜水艦基地の撤去を要求しているが、独立後は自国を守る自衛力やＰＫＯ参加の軍隊は保有することを明確にしている。

　日本は、憲法９条の考え方を個人として持つこと。自衛隊のあり方を考えること。以上２点を個人として明確にすることが必要である。

斎藤　博行（小樽市議会議員）

　小樽港の使用許可権は、港湾法により小樽市が有している。97年に第１回目のアメリカ空母が入港するに当たり市民から反対行動が起こった。小樽市長は受け入れの前提として「(1)入港、接岸時の安全性、(2)核兵器を搭載していない、(3)港湾荷役への影響がない」の３条件について検討・判断することを明らかにし、許可した。2000年の第２回目も同様に３条件のクリアを市民に示し、許可をした。このときに空母の随伴艦であるフリゲート艦の入港が空母の許可後に依頼されたが、３条件をクリアするための時間が無いため拒否した。結果として、随伴艦は沖で停泊することとなった。第３回目の2006年７月の入港にあたっては、バース（接岸のための岸壁）を民間貨物船が使用予定であったため、拒否した。優先使用権の依頼をされていたが、商業港である原則を貫いた。結果的には、貨物船が航路を変更してバースが開いたため許可をした。小樽は３条件をその都度確認行為を行い、軍港化を拒んでいる。

田巻　一彦（ＮＰＯ法人ピースデポ副代表）

　政府はイギリスが冷戦さなかに作成させた民間防衛のマニュアルをまねた国民保護計画の策定を各自治体に作成させている。全国で14市町村が未作成である。長崎市は、国民保護計画で核攻撃に対する対応策はなく、非核化することが対応策であることを定めて県へ提出したが、受け取りを拒否されている。広島市は核爆弾が投下されたときの影響度をシミュレーションして盛り込んでいる。

　安全保障は国の専管義務事項でありながら、国民保護法は自治体に住民の安全義務を負わせている。国民保護法の制定時の対応がうまくなかった。今後は自治体での平和に対する取り組みが必要である。

北海道本部青年部

　当初は、幌延から泊町までの間を原発の建設の反対行動として、約1,000人の組合員が広島の原爆公園の平和の火をトーチに灯して町々の住民と議論しながら行った。現在は、全道内8,000㎞を非核自治体宣言都市の宣言をめざして市民運動として行っている。

沖縄県宜野湾市職員労働組合

　市街地の中心に普天間基地があり、アメリカの基準においても当該基地が違法であることを訪米し、アメリカ議会に訴えた。連邦議会の見直し委員会は、普天間の移設を勧告した。他に生活環境を守る条例を米軍基地にも守らせる条例を沖縄県議会に要請し、基地も対象とすることに成功した。基地を国外に持っていくことを要請していく。

兵庫県本部執行委員　森　　哲二

　非核自治体宣言をしていた市町村も、市町村合併により非核自治体宣言が失効し、合併に際して議論にもなっていないので、再度非核自治体宣言の要請をしている。また、米艦船が姫路港に入港する際に港湾業務を担当している組合員から業務命令で協力せざるを得ない状況の対応として、「戦争に協力しない宣言」を組合として宣言し、管理者に要請している。


良かった点、反省点など

	

	　参加人数が50名程度と少人数であったこと。会場が人数に合ったコンパクトな部屋であったことにより議論に集中できたと思う。自治研推進委員が３人のため座長、副座長、記録と役割分担を行うと当日の会場運営（映像等）を担当する者がいないこととなる。運営を担当する者を役割として設置するべきである。

	


全体の印象、感想

	

	　国際協力活動で培った経験が、「限界集落」を活性化させる手法に生かされていることや反戦平和を再度見直す時期であり、自治体の対応が国の動きに影響を与えることが理解できたのではと思う。

　「『人間の安全保障』の運動と『反基地、反核、脱原発』の平和運動がともに発展したときに、平和、共生、連帯のメッセージもさらに強力、有効になる。自治体はそのことを発信できる大きな可能性を秘めている。」ということを明らかにした分科会となった。
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